
 大型汎用コンピュータのオープン化に係る開発手法等の調査・分析に関する事業者の選

定を公募型企画競争方式により実施しますので，次のとおり公募します。 

  平成２４年８月２１日 

京都市長 門川 大作   

１ 企画競争に付する事項 

  件名 

  大型汎用コンピュータのオープン化に係る開発手法等の調査・分析 

  委託期間 

   契約締結日から平成２５年３月３１日まで 

  委託内容 

大型汎用コンピュータのオープン化に係る開発手法等の調査・分析に関する委託仕

様書（以下「仕様書」という。）のとおり 

 

２ 上限額 

金９，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

３ プロポーザルの参加資格 

  プロポーザルに参加できる者は，京都市契約事務規則第４条第１項に規定する一般

競争入札有資格者名簿又は同規則第２２条第１項に規定する指名競争入札有資格者

名簿に登載されている者とする。ただし，上記登載者以外の者であっても，以下の条

件を満たす者に限り，プロポーザルへの参加を認めることとする。この場合，ア及び

イを証明する納税証明書，登記事項証明書（法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書），

並びにウ及びエに係る誓約書を，参加表明書と同時に提出し，本市の審査を受けるこ

と。 

ア 法人税又は所得税及び消費税の未納がないこと。 

イ 京都市の市民税及び固定資産税の未納がないこと。 

ウ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当し，３年を経過し

ない者及びその者を代理人，支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する

者でないこと。 

 エ 次の各号に掲げる場合のいずれかに該当し，暴力団（暴力団員による不当な行為



の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）に関係すると認めら

れる者でないこと。 

(ｱ) 競争入札に参加しようとする個人又は法人の役員等（役員として登記又は届出

されていないが実質上経営に関与している者を含む。以下同じ。）が暴力団員であ

るとき 

(ｲ) 競争入札に参加しようとする者の経営に暴力団員が実質的に関与しているとき 

(ｳ) 競争入札に参加しようとする個人又は法人の役員等が，自社，自己若しくは第

三者の不正の利益を図り，又は第三者に損害を加える目的をもって暴力団の威力

又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(ｴ) 競争入札に参加しようとする個人又は法人の役員等が，暴力団又は暴力団員に

対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持若しくは

運営に協力し，又は関与しているとき 

(ｵ) 競争入札に参加しようとする個人又は法人の役員等が，暴力団又は暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

  契約の履行を複数の事業者で分担するために複数事業者による連合体（以下「コン

ソーシアム」という。）を結成する場合は，事業者側で定めた代表が， を満たして

いること。 

 

４ 応募手続等 

プロポーザルに応募するものは，次のとおり，参加表明書，企画提案書等を持参のう

え提出すること。（提出先は，後記「10 問合せ及び提出先」のとおり） 

  関連書類の交付 

プロポーザルに関する書類は，一部に機密として取り扱う情報を含むため，次のと

おり交付する。 

ア 交付期間 

平成２４年８月２１日（火）から平成２４年８月３０日（木）まで 

（土曜日，日曜日及び国民の祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで

とする。ただし，正午から午後１時までを除く。） 

イ 交付場所 

後記「10 問合せ及び提出先」のとおり 



ウ 交付書類 

(ｱ) 大型汎用コンピュータのオープン化に係る開発手法等の調査・分析に関する受託

事業者の公募について 

(ｲ)  プロポーザル仕様書 

(ｳ) プロポーザル企画提案書等作成要領 

(ｴ) 提案内容評価要領 

(ｵ) 提案内容評価表 

(ｶ) 参加表明書 

(ｷ) 会社概要 

(ｸ) 企画提案書記載事項確認書 

(ｹ) 見積書 

(ｺ) 協定書 

※ (ｶ)～(ｺ)の様式については，次の京都市総合企画局情報化推進室情報政策担当の

ホームページ上において交付する。 

http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/soshiki/2-6-1-0-0_3.html 

  参加表明書等の提出 

次の書類を期限までに提出すること。 

ア 提出書類 

   (ｱ) 参加表明書 

コンソーシアムを結成して参加する場合は，各事業者の役割分担を記載した資

料（様式は任意とする。）を添付すること。 

   (ｲ) 会社概要 

コンソーシアムを結成して参加する場合は，その代表の会社概要を提出するこ

と。 

イ 提出部数 

１部 

ウ 提出期限 

平成２４年８月３１日（金）午後５時必着 

  企画提案書等の提出 

プロポーザル企画提案書等作成要領に基づき，次の書類を提出すること。 



  ア 提出書類 

   (ｱ) 企画提案書（企画提案書記載事項確認書をとじたもの） 

   (ｲ) 見積書 

※ コンソーシアムを結成して参加する場合は，協定書を併せて提出すること。 

  イ 提出部数 

   (ｱ) 企画提案書（企画提案書記載事項確認書をとじたもの） 

a 使用印鑑を押印したもの【提出部数：１部】 

表紙には，商号又は名称，代表者又は受任者の職及び氏名を記載したうえ，使

用印鑑（入札，見積り，契約の締結，変更及び解除並びに代金の請求及び受領そ

の他契約の履行に関する書類に使用する印鑑として本市に届け出たもの。以下同

じ）を押印すること。  

なお，本市に使用印鑑を届け出ていない事業者については，使用印鑑届を提出

すること。使用印鑑届の様式は，京都市行財政局契約課のホームページに掲載し

ている。 

（http://www.city.kyoto.jp/rizai/chodo/sanka/sanka.htm） 

b 使用印鑑を押印しないもの【提出部数：９部】 

   (ｲ) 見積書【提出部数：１部】 

   (ｳ) 上記(ｱ)及び(ｲ)の電子データ（ＰＤＦ形式）を格納したＣＤ【提出枚数：１枚】 

ウ 提出期限 

平成２４年９月５日（水）午後５時（必着） 

  その他 

ア この公募手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

イ 参加表明書，企画提案書等の提出書類の不備による失格 

参加表明書，企画提案書等の提出について，次の事項の一つに該当するときは，

失格とする場合がある。失格としたときは，別途通知する。 

   (ｱ) 提出期限，提出先及び提出方法が遵守されていないもの 

   (ｲ) 指定する様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しないもの 

   (ｳ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

   (ｴ) 虚偽の内容が記載されているもの 

   (ｵ) 仕様書の要件を満たしていないもの 



ウ 制約事項 

 (ｱ) 提出書類の作成及び提出に要する費用は，全て提案者の負担とする。 

(ｲ) 提出された書類は，事業者の選定以外には使用しない。 

(ｳ) 提出された書類は，事業者の選定を行う作業に必要な範囲において，複製を作

成することがある。 

   (ｴ) 提出期限後の提出書類の差し替え及び再提出は，一切受け付けない。 

   (ｵ) 提出された書類は，全て返却しない。 

 

５ 本件に対する質問期限及び回答 

  質問のできる者 

本書及び参加表明書を除き，仕様書など前記４ ウの交付書類について質問できる

者は，前記「４ 応募手続等」の参加表明書を提出した者に限る。 

  質問期限 

平成２４年８月３１日（金）午後５時（必着） 

※ 質問期限後の質問は，一切受け付けない。 

  質問方法 

後記「10 問合せ及び提出先」に，電子メールで問い合わせることとし（様式は任

意とする。），面談又は電話での質問は一切受け付けない。 

なお，コンソーシアムを結成して参加する場合は，代表からの質問のみを受け付け，

コンソーシアムの構成員からの質問は受け付けない。 

  回答日及び回答方法 

平成２４年９月３日（月）までに，参加表明書の提出のあった者全員に対し，質問

事項及びその回答を電子メールで通知する。 

 

６ 審査方法 

提出された企画提案書等の書類について，後記「７ 受託候補者の選定に関する審査

基準」に基づき，審査を行う。 

なお，提出された書類に対し，必要に応じて，ヒアリングを実施することがある。ヒ

アリングを実施する場合は，次のとおり行う。 

  日時 



 平成２４年９月１０日（月） 

※ 時間等詳細については，別途，ヒアリング対象者に対して通知する。 

  実施場所 

京都市役所内会議室 

  注意事項等 

 ア ヒアリングには，実施体制の責任者又はリーダーが出席すること。 

 イ 本市からヒアリングの依頼があった者のうち，当該ヒアリングに参加しなかった

者は失格とする。 

 ウ ヒアリングでは，提案者が企画提案の概要の説明を行い，その後，本市から質問

を行う。 

 エ ヒアリングの実施時間は，４０分間とし，そのうち，企画提案の説明時間を２５

分，質疑応答時間を１５分とする。 

 オ 企画提案の説明方法は提案者の任意とするが，要点を絞って行うこと。 

 カ 提案者の希望があれば，プロジェクター及びスクリーンは本市で用意するが，そ

れ以外に必要となるパソコン等は提案者が用意すること。 

 

７ 受託候補者の選定に関する審査基準 

提案内容評価要領及び提案内容評価表のとおりとする。 

 

８ 受託者の決定 

  受託候補者の決定 

前記「７ 受託候補者の選定に係る審査基準」に基づき，本市が設置する選考組織

が，企画提案書等の内容について審査を行い，全ての企画提案の順位を決定のうえ，

最も優れた提案をした者を受託候補者に選定して協議を行う。 

  審査結果の通知 

ア 審査結果については，書面をもって通知する。（平成２４年９月１２日（水）発送

予定） 

イ 通知内容に疑義のある提案者が説明を求める場合は，平成２４年９月１３日（木）

午後５時までに書面で，後記「10 問合せ及び提出先」まで提出すること。 

ウ 提出は持参によるものとし，郵便及び電送（電子メール，FAX等）での提出は認



めない。 

エ 提出のあったものについては，平成２４年９月１７日（月）までに書面をもって

回答する。 

  受託者の決定 

受託候補者と協議し，仕様等契約内容について合意した場合は，契約を締結する。 

なお，受託候補者と協議し，合意しなかった場合は，次順位の提案をした者を新た

な受託候補者として協議を行う。 

 

９ 契約に関する基本的事項 

受託者との契約においては，次の事項を基本とする。 

  契約金額 

契約金額は，受託候補者の提示価格に基づき，受託候補者と協議のうえ決定する。 

  契約内容 

契約内容は，仕様書，企画提案書，ヒアリングの内容に基づき，受託候補者と協議

のうえ決定する。ただし，提案内容は，実現を確約したものとみなす。 

  契約期間 

契約の期間は，契約締結日から平成２５年３月３１日までとする。 

  特約事項 

ア 提案内容の実現に必要な追加費用及び別途費用は，全て受託者の負担とする。 

イ 受託者が，本件の契約について，企画提案書等に記載された金額で履行できない

場合は，本市に対し，違約金を支払わなければならない。 

  再委託の禁止 

受託者は，本業務の履行を第三者に委託し，又は請け負わせてはならない。ただし，

本市が承認した場合はその限りでない。 

  契約保証金 

免除する。 

  委託料の支払 

 の契約金額を基に契約する。受託者は，委託業務を全て完了した月の月末に検査

を依頼し，本市の検査に合格したときは，翌月末までに支払を受ける。 

 



10 問合せ及び提出先 

京都市総合企画局情報化推進室 （担当：蒲生） 

住所：〒６０４－０９３１ 

京都市中京区押小路通河原町西入榎木町４５０番地２ 消防庁舎７階 

電話番号：０７５－２２２－３２５７ 

メールアドレス：joho@city.kyoto.jp 

 

（総合企画局情報化推進室） 


